様式第１－１号（第７関係）

	[bookmark: _GoBack]事　業　計　画　書


	申請者
（様式１と同一の申請者を記入）
	本社所在地
（個人の場合は住所）
	〒



	
	フリガナ
	

	
	氏名又は法人名
	

	補助金についての連絡先
	電話　：（事業所）
（携帯）
E-mail：
担当者の職氏名：


	雇用ドライバー数
（申請時点で「なし」の場合は（ ）内に予定者数を記入）
	　　　　　　　　　　   人　　   （予定　　　　　　　人）
※代表者及び役員は除く

	業　種
	【該当業種に☑をつけてください】
一般乗合旅客自動車運送業　一般乗用旅客自動車運送業
一般貸切旅客自動車運送業　特定旅客自動車運送業
一般貨物自動車運送業　　　特別積合せ貨物運送業
特定貨物自動車運送業　　　貨物軽自動車運送業

	１
	実施営業所
	

	
	実施営業所所在地
	長野市


	
	許可年月日
	

	２
	実施営業所
	

	
	実施営業所所在地
	長野市


	
	許可年月日
	




１　事業の概要（営んでいる事業の概要について記入してください。）
	



２　補助対象事業（申請事業に☑をつけ、対象事業内容を具体的に記載してください）
	
　（１）業務効率化事業



　（２）人員確保事業







３　補助金による取組の概要（経費明細表）
※取組事業は令和７年１月31日までに完了するものに限ります。
（１）業務効率化事業
	経費区分
	補助対象
	

目　的
	補助対象経費
（税抜）

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	合　計
	
	1 
	円


以上の補助対象事業は、
 雇用している（雇用予定の）運転手の業務効率化を目的としたものです。
 既存機器の置き換えではありません。
※置き換えの場合は現在所有の機器が使えない理由を以下に明記してください。（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（２）人員確保事業
	経費区分
	補助対象
	

目　的
	補助対象経費
（税抜）

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	合　計
	
	2 
	円


以上の補助対象事業は、
 自宅兼事務所に設置するものではありません。
 申請した営業所等補助事業に係る施設は、開発許可や建築確認といった都市計画法等関係法令に抵触しないことをあらかじめ確認しています。
 関係法令や規則で男女別の設置規定がある施設について対応しています。
 娯楽設備及び福利厚生の向上のみに資する取組ではありません。
	円


税抜

業務効率化事業合計① ＋ 人員確保事業合計②＝ 補助対象経費
	円


税抜

　　　（１／２を乗じ、千円未満を切り捨て）補助金交付申請額 ③　

（あれば記入）既に交付を受けている事業　　　　　　　事業　　　　　万円＋③の金額≦300万円
